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ここ数年来,北 海道における空港整備事業の進展は∫誠に目覚ましいものが
ある。
年間約8百 万人め発着客 と,特 に単一航空路線 としては世界最大 といわれ る
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東京～千歳線(昭和54年 の輸送旅客数4.5百 万人は,次 位 のニューヨーク～ワシ
ン トソ間の2百 万人を2倍 強 と大き く引き離 している)を 擁する「札幌・千歳空
港」は別 としても,昭和50年 来,着 々と滑走路延長エ事が続け られ,54年 には地
方路線 としては初めて ワイ ドボデイ機L1011の 就航をみた函館空港,昭 和48年
の釧路空港ジエッ ト化,56年3月 にジエ ヅト化の予定される帯広新空港の開港
これに既にスケジュールに乗 って動き出した旭川 ・稚内 ・女満別空港ゐ新 ・改
設など,道 内主要空港のみだけで も,正 に総 ぐるみの 「航空新時代」突入とい
える。第3次 北海道総合開発計画と,こ れを引き継 ぐ新北海道発展計画の成果
と評価できよう。
しかも,北 海道の航空新時代を告げる動 きは,こ れにとどまるもゐではない。
永年にわたる道民の 「悲願」であった,中 心空港札幌 ・千歳空港の.国際化につ
いて も,昭 和53年 を端緒 とす るチャーター便による海外への直結は,臨 時施設
ではあるが,関 税 ・入国 ・検疫のいわゆるC,1.Q.が 整備され,昨54年 には
年間150便,輸 送客数2.3万 人を数えるにいたった。 これを引き直せば,同
空港か らは実に毎週3便 の国際便が離発着している訳であ り,更 に,年 度内
には,待 望久しい国際定期路線の開設 も予想されるにいた り,こ れ と同 時 に
唯一の欠けていた国際空港施設である農林省所管の動植物検疫施設の設置 も約
束 されている。 また,当 初は昭和53年 度開港が予定されなが ら,実 際には,殆
んど 「幻の空港」視 されかか っていた,国 際級の新千歳空港についても,昭 和
60年代当初の開港が,ほ ぼ約束 される・にいたっている。こうして,こ れまで,
表面的には ともか く,実 態的には具体的動 きをみせなかった,道 内関係民間機
関も,遂 に昨54年 度,千 歳空港国際化に対応する具体的研究に着手し,自 腹を
切って,視 察団を海外に送るまでにいた った。
こうした状況は,航 空関係筋で,し ば しば 「北海道は九州な どと較べて10年
はお くれている」 と云われた情況を一挙に跳ね返す画期的なことと云えよう。
空 港施 設整備 と航空輸 送需 要
・空港施設の整備は,当 然に,航 空旅客の大 巾な増加を もた らす。 この表現は
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或は,本 末転倒であ り,航 空旅客の増加が施設整備の起因であるべきだといわ
れ るか も知れない。 しかし,道 内に限 らず,航 空に関する限 り,航 空機のジエ
ット化が,航 空旅客の飛躍的増大を招来している事実をみる限 り,施 設整備の
先行が新 しい需要を創造すると断言 して良さそ うである。 ここでは,そ の,い
ちいちについて触れることをぜずに,事 実(図 ・表)を もって,理 解を得るに
とどめよう。
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航空は,い まさら,こ と新だてて云 うまでもな く,他 のあ らゆる交通機関に
較べて,最 も迅速な輸送を約束するものである。しかも,そ の特色は輸送距離.
が長大であるほど顕著な効果を生み,か つ輸送量が大になれば,最 も経済的な
輸送機関 としての有利性まで兼ね備えるに至る。 このことは,か っては世界の
海に様々のロマンを生んだ豪華客船が今 日では,極 く限 られた一部の 「特権階
級」のぜい沢のシンボルとして しか残存できなくなっていること,あ るいは,
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つい最近まで,例 外的なことと考えられていた 「航空貨物輸送」が日常的な も ・
のとな りつつあることに良 く永されている。蛇足ではあるが,1～2の 例をあ
げ よう。資源小国として,わ が国は,鉄 鋼石などをは じめ,今 日では 「国民の
生存」を支える基礎物資 となった石油(さ れば こそ,昭 和48年 来の石油価格新
時代が,国 民生活を根底か らおびやかしている訳だが)は もとより,食 糧にい
たるまで(ち なみに,昭 和50年 代の食糧自給率は75%に 満たない),輸 入に
依存せ ざるを得ない。 この代価は,当 然に輸出によって賄なあれる(さ もな.
くば,ガ リオア ・イ ロアなどに象微される外国の援助によらざるを得ないが,
当時の生活の悲惨さを繰 り返すことは誰しも望むまい)。.こ うした輸出のなか
でも,最 も尖鋭的な,そ れ故にこそ,将 来に期待めかけ られる,電 子機器,光
学機器をは じめとする精密機器類の殆んどは,今 日では,そ の輸送を航空に依
存 している。 また,そ れあ ってこそ,文 字通 り,世 界の隅々の街にいたるまで
日本商品oブ ラソ ドが堂々と掲げ られるdま た,そ の余 り,に急激な世界市場 占
拠の動向か ら,対 外貿易の上で,各 地で摩擦を生 じている自動車についても,
今日でこそ,海 上輸送に依存 しているものの,や がてほ,例 えばジャソボ ・グ
ッピーといった超大型機 の一般化によ り航空輸送に切 り替え られることも夢 と
しないようである。
航空輸送の発達と道民生活
あるいは,例 が,い ささか飛躍 しすぎ牟か も知れない。 もっと地道に,北 海
道にかかわ りのある事例を とりあげてみよう。北海道か ら道外に移出され る航
空貨物は,昭 和54年 に8万tで あ り,こ れは過去10年 間に,4倍 以上た なってノ
いるが,そ の主力は,生 鮮魚貝類あるいは特産の青果であって,,全 体の7割
強を占めている。 こうして,北 海道の味覚は全国に行きわた っている。その結
果 として,こ れ らの商品について,い わゆる産地高の現象が起 こり,道 民の口
にな じみに くくなった弊害はあるにせ よ,生 産i者にとって,航 空輸送のもた ら
した 「経済効果」は,は か り知れないo
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逆に,道 外か ら北海道に移入 される航空貨物の うち最大のものは、婦人服類
を中心 とするファッシ ョン商品であるといわれる。その実態は,数 字的には必
ず しも明らかではな く,僅 かに統計表の紙背に読み取 らざるを得ないのが実態
であるにせ よ,例 えば 「東京のファッシ ョジは他の何処よりも,ま ず札幌に流
行する」 といわれる事態を支える大きな要因であることは間違いない。
こうして,電 波通信技術の進展に よるTV,フ ァクシ ミリ(こ れに より本州
系新聞の全部が道内における本州との同時印刷を行っていることは良 く知 られ
ているが)な どマス ・メデアの活躍や,電 話等によるパー ソナル ・コソタク ト.
な どに加え,最 近ではCD・ATMに 象微されるコソピュータを媒介 とす る金
融取引などのシンクロナイズ ドなどが情報化時代を支えるとせば,航 空輸送¢》
発達は,「 人」と 「物」の移動の両面で,こ れを実物面か ら裏打ちしていると
いえる。
南北4,000kmと 長大な日本列島の最北端にあって「さいはて」の恨をかこって
いた道民に とって,航 空輸送の発達がもた らした,物 質的 ・文明的な,換 言す
れば,経 済的 ・社会的恩恵は,誠 に測 り知 らないものがあるといって過言では
ない。'
空港施設整備の アセスメン ト
空港を中心 とする施設整備が,航 空輸送の利点発揮に大き く役立ち,旅 客 ・
貨物 の両面で新 らしい需要を喚起 してとい うよ りは,む しろ 「創造」して,地
域住民の社会的・経済的活動の躍進に大きく貢献することは良 く知 られている。
その概要は以上にみた。
しか し,反 面,空 港整備に伴 う航空機の離発着増 と,近 時の空港整備の主要
なポイソ トとな っている使用機材のジエ ッ ト化および大型化は,空 港周辺地域
における,主 として騒音および排 ガスを中心 とする,い わゆる 「航空公害」問
題を生ずることとなる。
ここで,「 いわゆる航空公害問題を生ず ることとなる」 として,断 定的 記
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述を取 らなか ・?だ理由は,1つ には,大 型ジエッ}機 の離発着時における主と
して騒音および排ガスなどに起因する社会的弊害が度外視できない程度のもの
として認識 されるにいたって以降,エ ソジソな ど機材お よび操縦その他航空側
における各般の技術改善が行なおれ,『また空港の施設 と配置に様々の改善が顕
著に行なわれた ことへρ評価が正しく下 されるべきであち うことを強 く意識 し
ていることによる。 しかし,い ま一つには,例 えば成田の新東京国際空港の建
設をめ ぐる社会的抵抗が代表するように(同 様の例は,全 国的代表例 としては
,大 阪伊丹国際空港をめ ぐる見解の対立が,同 空港における航空機離発着を大
巾に制約し,そ れが泉州沖における世界最初の洋上空港である新関西空港の建
設決定の大きな要因となったこと,身 近な例 としては,道 内でも帯広,女 満別
な どの新空港が,い つれ も現空港に くらべ市街地か ら遠隔の地に 「新設」せざ
るを得な くなったことなど,数 多 く認め られる),地 域住民の側に「航空公害」
の被害者 としての認識が厳然として存在 していることによる。 これ等の問題は
他の 「環境影響評価」 の問題 と同様に,一 つの 「地域社会システム内におけ
る社会的効果と社会的費用の トレー ド・オフ」の問題 として,正 しく判定され
るべきものであるが,本 稿では,性 格上,そ こまで筆を進め得 ないことか ら,
あえて,中 立的な,正 直にいえば,逃 げ腰の 「アイマイな」表現に とどめざる
を得なか ったことだけは,卒直にのべてお く義務はあろうと考えたか らである。
こうして,航 空施設整備の澗題は,本 来的に,地 域住民の生活の向上を図る
べき地方 自治体にとって,一 方では,地 域の経済的 ・社会的新 らしい展開を契
　 　
機づける,緊 急の課題 として採 りあげ られているが,他 方では,上 記 した航空
　 　 　 　
公害問題 と㊧兼ね合いの中で,如 何にして地域住民のコンセソサスを得るべき
か とい う,新 らしい政策課題を生ず るにいた っている。
対立する課題を同時平行的に解決する場合に,最 も広 く行なわれる方法は,
第3の 命題を提起 し,こ れを媒介 として,社 会的効果と費用の トレー ド・オフ
に関する社会的共通認識の結集を待とうとする手法である。空港整備に関連 し
て,そ のような第3課 題 として,最 近,最 もしば しば提案されるのが 「臨空港
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型産業」の形成に よる地域経済の振興であ り,こ れに より空港整備による社会
的効果をより一層に大きなものとしてクローズ ・アヅプすると同時に,い わゆ
る 「航空公害」に対する施策を充分に行な うことを 「公約」することで,事 業
推進 の促進が企図されているととは否定できない。
臨 空港型 工 業 の基本 概念
臨空港型産業の基本概念が,ど のよ うなものであるかについては,明 確な定
義は存 しないといってよい ように思われる。,この言葉の使用については,筆 者
自身,恐 らく昭和44年 頃の ことと記億するが,大 きな関わ りをもった経験があ
る。最初に,そ の例を述べ よう。
当時,現 在におけるわが国の最先端産業である電子工業は,よ うや くトラン
ジスター技術について世界の最高峰をきわめつつあ ったが,国際的には,ICが
これに代位する情勢がほぼ明 らかになっていた ものの,こ れに関し て は 全 く
「揺監期」にあった。このためIC部 門については国内産業保護策 として,先進
国 との直載な対決場面を回避することが期待されていたに もかかわ らず,国 際
的産業政策遂行上の理由か ら「ソニー ・TI(テ キサス ・イソス ツル メソ ト)社」
の設立が容認されていた。 このTI社 が,新 工場の立地点の一つ として,北 海
道に白羽の矢を立てたわけである。立地条件面の要望は,「 最終的には従業員
規模6,000人 を想定する工場 となるため,こ れを充足 し得る地点」と云 うこと
で,従 って工場立地調査担当はTI社 の労務部長であった。
従業員6,000人 といえば,今 日で も,国 内有数の大規模工場 とい うことにな
ろうが,北 海道においては空前の規模である。当時の北海道は石炭産業が急速
な終閉山過程のピニクにあ り,ま た第一次産業も新規労働力の滞留を求める余
力を喪失 していたため,新 規学卒老を中心 とする労働力の流出が相つぎ,道 内
人口は,む しろ下降線をた どりつつある状況にあった。そ こに,一 工場で6,000
人の新 らしい就業チャソスが生ずれば,人 口面での道開発の悩みの相当部分は
一挙に解消される筈である。そこで,こ のTI社 工場 の誘藪に全力をあげて取
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り組むこととなった。'
しかし,実 のところ,半 信半疑である。 「産炭地域振興」のための工場誘致
活動は,当 時,よ うや く軌道に乗 りつつあったが,し か し,そ の成果は,殆 ん
ど惨敗 といえるほどのものであった時代である。理由は 「北海道は,わ が国の
エ業中心か ら遠隔にあ り,原 料移入,製 品移出の両面での輸送費負担が大きく
立地検討に値い しない」 とい うものである。TI社 の申し入れに,文 字通 り歓
喜 しなが ら,こ の点について見解を質した ところ,答 えは次の通 りであった。
rlCは 非常に小型 ・軽量で価格の高い製品です。6,000人 工場の一 日生産量
は トラソク1～2個 に足 りません。毎 日,原 料と製品を飛行機で運んでも,
輸送 コス トは取るにとらない比重にしかなりません」
この言葉に力を得て,北 海道における臨空港型大規模工場立地選定の参考資
料が作成され,TI社 に提出された。同社の道内立地は,そ の後,諸 般の事情
で見送 られたが,そ のための参考資料は,道 内空港所在都市の活用するところ
とな り,幾 つかの工場立地の契機乏なった。
こうして,道 内における臨空港型工業の基本概念は,「 付加価値が高 く,輸
送費負担力の高い,精 密加工型工業」とい うことに固まる起因 となった ように
認識 しているo
「臨空港型工業」の実像
TI社 事件々経て,ほ ぼ10年 を経た今 日,「 付加価値が高 く,輸 送費負担力
の高い,精 密加工型工業」 とい う意味での 「臨空港型工業」の成立可能性につ
いて,筆 者の見方は,卒 直にいゐて非常に悲観的である。その理由は,お おむ
ね次の通 りである。
1.・ 今 日の工業生産は,高 度の合理化が図られており,工 場 内に とどまらず,
素材料か ら最終製品にいたる,工 場間の中間製(部)品 工程にいたるまで,
一貫した流れとしての作業工程管理が行なわれ,在 庫の節減が図 られている
(その トップを行 くのが,ト1ヨ タ自工のカソバソ方式であることは良 く知 ら
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れている)。 上記した 「臨空港型工業」を,例 えば『TI社 のICで 象微する
,
とせば,そ の 「単価」 と工程全体に占める 「単価比率」が高いであろうが故
に,在 庫の徹底 した圧縮が図 られるのは当然と考えられる。
2.こ れに対して,航 空輸送ほ,他 の輸送手段に較 らべて,輸 送環境の気象的
影響を主要因 とする様々な変化の影響を最も受け易いため,輸 送の定時性確
保において最も不安定性の高いものの一つに数え られ よう(こ の点について
は,航 空産業関連の多数の人 々か らは大y・に抗議を受けようが,例 えば,千
歳をは じめとする,冬 季の道内航空便,あ るいは夏季における釧路空港の欠
航率の高 さか ら来る一般人の共感は得 られ よう)。 とすれば,航 空輸送に依
存 しつつ,工 場問の作業工程の 「一貫した流れ」を確保するためには,受 入
れ工場側に航空便の不定時性に対応するに充分の 「緊急避難在庫」が不可欠
となる6在 庫必要量は(道 内航空便の実情か らは)2～3日 分に達しよう。
3。 今 日,自 動車 と海上フェリーに よる海陸一貫輸送技術が急激に発達した結
果,道 内殆んどの地域か ら,わ が国中心市場 までの時間距離は1～2日 にま
で短縮 されるにいたっている。また,こ の輸送方式は(航 空輸送に較べて)
定時性信頼度が比較的高 く,かつ性格上,工 場間の直接搬出入(DoortoDoor
輸送)が 約束されているとい う長所がある。従って,輸 送所要時間(の 航空
輸送に較べて長い部分)を,上 記の航空輸送に依存する場合における 「緊急
避難在庫期間」に置き替えれば,時 間 コス ト面で航空輸送に劣るとはいえな
い。輸送の直接的経済 コス トの差だけが聞われることとな り,陸(海)上 輸
送は一般には航空輸送に較 らべて優位と考えられ る
とい うものである。',
事実,「 臨空港型工業の基本概念」,に合致すると考え られる道内工場の幾つ
かについて ピア リソグした結果でも,そ の輸送手段は殆んどが陸(海)上 輸送
であ り,航 空輸誉への依存度は著しく低い。ただ,陸(海)上 輸送途上で何等
かの碍害が発生 した場合,代 替輸送手段 どして航空を利用することで,輸 送定
時性の信頼度を著 しく高めることが可能であ り,そ の結果,部 品工場の本州等
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に所在する中心工場か らの,遠 隔地立地が可能 となった とい うメリッ トが指摘
されていることは注 目に値する。そのような意味では 「臨空港型工業の基本概
念」は,時 間(距 離)特 性の異なる複数の輸送手段をもち得るとい う点におい
てのみ成立し うるといえよう。
臨空港型工業の成立可能性
以上では 「付加価値が高 く,輸 送費負担力の高い,精 密加工工業」に限定し
た 「(狭 義の)臨 空港型工業」の成立可能性に?い て,悲 観的見方を述べた。
こうした私見に対し,「 では,熊 本や大分における電子部品工業の集積を,
どう理解 しているのか。 これ等は,所 在地(県)で は臨空港型工業 として位置
づけて(な い し誘致 した と)い る。またr製 品 も空輸に依存する場合が多い と
聞 く」 とい った批判が寄せられている。
これについては,次 のように考えている。
a.IC(現 在ではLSCな いし超LSC)産 業の ような技術先端産業では,(わ
が国の場合,ま だ)製 品開発などを担当するに足る先導的技術老の絶対数は
依然 として不足 しているσ従 って,生 産工場を分散 した としても,こ れに先
導的技術者を分散配置することは,(企 業の経営政策上は)不 可能(な い し
不得策〉である。
b.し か し,生 産の日常管理においては,一 般技術者で充分 としても,生 産工
程中に重要な碍害が発生 した場合には,(当 該製品 と生産設備の開発に従事
した)先 導的技術者の指導ないし従事が不可避である。 日常工程を地方に分
散可能な乱般技術者の管理に委ねつつ,先 導的技術者を中央に集中する経営
管理体制下にあっては,碍 害発生時において,碍 害要因の除去が可能な先導
的技術者が現地工場に到着するまでの間,歩 留 りの極端な低下を前提 として
生産を続行するか,な い し工場生産を停止せざるを得ない。そのような意味
で 「先導的技術者」 とい う 「人」の交通機関 として時間距離短縮力の大きな
ジエッ ト機の就航が,熊 本 ・大分などにおける,こ れ等の工場の立地要因と
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なった もの ときいている。'
c・ しか も,当 初は,昭 和40年 代初期のIC産 業揺監期が,た またま新規学卒
(そ れ も中学校卒)従 業員の需給逼迫期に相当 したため,従 業員確保政策の
観点か ら工場 の地方分散を図 らざるを得ず,在 来か らの労働力供給地であっ
た大分 ・熊本などが,そ の分散先に選択されたものであ り,内 容的には,当
時の電子部品工業のうち技術安定度の高い(逆 に云えば,技術集約度の低い),
普及型 トラソジスター工場を地方に分散 し,代 って,中 央研究所に直結 した
,在 来の トラソジスター工場をIC工 場に転換 した ものである。電子工業の
技術高度化に従い乳地方に分散 された(普 及型)ト ランジスタ工場 も現在で
はIC工 場あるいはLSC工 場に転換 されゲ トラソジスタ工場は海外(低 開
発)諸 国に再移転 させ られている。
以上では,「 貨物(原 材料および製品)輸 送手段」 としての航空ではな く,
高度の先進技術 とい う情報の体現者 としての 「人(=先 導技術者)」 の 「交通
手段」 どしての航空が,(広i灘))臨 空港型工業の成立要因であることが理解
できよう。 ・
従 って,そ こでは 「経済的輸送 コス ト」ではな く,「(先 導的技術老の)実
交通時間」が問題 とされているわけであるQそ の貨物輸送 との最 も大きな差は
実交通時間の計測では,航 空機が空港を飛び立ってか ら目的 とする空港に到着
す るまでの,い わゆ る 「時間距離」ではな く,「 人」が旅行を必要 とした時点
か ら目的地点に到着するまでの 「最長所要時間」が計測されるとい うことであ
る。すなわち,そ こには,貨 物輸送におけるよりは,一 層に厳密な意味で就航
定時性 と同時に,就 航便の発着間隔,つ ま り就航便数が重要な問題 として 「算
入」 されるわけである。ある電子工業企業の工場立地担当者に,「 千歳は東京
との発着便数が日本一 とい う意味では,最 適ではあ りませんか」と質 したのに
対 し,「 千歳は駄 目だ ネ。夏場には2週 間前でなければ(航 空便が)予 約でき
ないか らネ」と,軽 くイナされて赤面 した ことがある。逆に札幌 ・千歳空港の'
カバーすべき範囲があまりに広 く地上アクセスタイムが長大な反面,既 に充分
の便数 と需要があるので,逆 に空知などに新空港の建設を真剣に考えてよい。
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航空機による(中 間)製 品輸送
「臨空港型工業(狭 義)」 において,貨 物輸送手段 として航空便に依存するこ
とが経済的には困難な理由について述べた。 しか し,現 実には,熊 本や大分空
港か ら,相 当量のIC等 の電子部品が航空便で輸送されているといわれる(数
量的には確認できないが)。 そ の理由は,航 空輸送が最も経済的な輸送手段で
あるか らであって,決 して「運賃負担力が高い」か らではなし〕と推定 している。
すなわち,こ れ等の製品等は,1日 の生産量がボ リューム的には小規模である
に拘 らず,そ の精密特性か ら,他 の貨物等 との 「混載」による陸(海)上 輸送
が許されないため,陸(海)上 輸送では 「車輌」の専用が不可欠 とされ る結果,
却 って,重 量あるいに容量当 りの輸送単価が高 く,従 って,輸 送途上における
配慮の行きとどきやすい 「航空機に よる混載輸送」の実輸送 コス トが,「 専用
車輌」によるよりは低廉なもの となっていることが予想され るか らである。そ
の意味では 「付加価値が高 く,輸 送費負担力の大きい」 とい う 「臨空港型工業
(狭義)」 の概念は妥当しない といえる。この推定は,次 の2つ の事例か ら裏
付けることができよう。
第1に,北 海道における到着航空貨物便において,、婦人服の占めるウエイ ト
が極めて高い とい うことである。婦人服は,今 日では 「衣類」ではな く,「 フ
ァッシ ョソ」そのものである(こ の差について,い まさ ら云々する必要はない
ように も思われるが,極 く最近です ら,東京から転勤 して来た大企業の人が 「北
海道に行 くと,あ れ もいる,こ れ もいると云われて計算 したら,数 十万円にも
なったので ビックリした」 といい,こ れが 「寒冷地手当」の根拠 とされている
が,例 えば,札 幌の9月 の気候にしか相当しない11月 の銀座で,毛 皮のコー ト
を着たブーッが闊歩 し,氷 点下20度Cを こす旭川の街を殆 んど防寒の用をなさ
へ
ない婦人牙一ツ ミー が明る く,し か し寒 、々と肩をすぼめる,お 国柄である。事実
家計調査に よれば,昭 和54年 家計調査では,1世 帯当 り光熱費は全国10.6万 円
に対 し北海道13.5万 円と年額10.6万 門強の 「暖房手当」支給根拠に疑問を もた
せるが,同 様に婦人オーバー関連支出も北海道は3,783円 と,関 東 ・近畿 と殆
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んど同額で,男 予オーバーが2,737円 と全国の2.5倍 に達 しているのとは事情を
異に し,婦 人オーバーが 「防寒具」ではあ り得ないごとを明示 している)。色
・柄 ・デザイソ ボサイズ,様 々のすべてを客の自由な選択に委ね うるよう在庫
することは,「 専門店」や,地 方納品問屋にとっては不可能に近い。そ こで,
東京 ・大阪など限 られだ中心市場に在庫 し,売 れ行きに応 じて,文 字通 り,毎
日,一 品つつ在庫補充発注 し,セ ソ トラル ・ス トジク ・セソターか ら航空便で
補充す る方法が とられることになる。集中在庫に よるコス トの軽減が航空輸送
運賃の高額 さを相殺するか らであって,決 して輸送費負担力が高いか らではな
いo●
第2に,コ ンピューターなど精密機械部品である。 これ等についても,需 要
発生の頻度 と市場規模,需 要(碍 害)発 生か ら補充(補 修)ま での許容時間限
界の2点 で,婦 人服 と同様のことが云えよう。
IC等,稿 度電子工業部品について,前 記した意味で,表 現的には条件の悪
い航空貨物輸送に依存するものが現われたのは,関 東など先進工業地域におけ
る労働力需給の逼迫が,一 ・時的に地域実労賃格差の形で,高 額の輸送費負担を
可能にしたためと考えられるσ しか し,こ れも,先 進地企業の地方分散に より
次第に解消 し,却 って,今 日の高度電子工業では,品 質管理上の理由か ら,工
程の機械化,自 動化が進み,往 時の女子労働力依存型(TI社 の北海道工場進
出は,ま さしく,こ れを主要因 とした と考え られ,そ の意味では,40年 代末に
おける低度電子部品等の低開発国移転 と軌を一にするが)か ら,資 本装備率が
高 く,従 って3直4交 替の男子労働力依存型産業へ と転化したに拘 らず,な お
熊本 ・大分などに臨空港型工業(広 義)と して現存する理由は,こ の変化過程
においてジ高度電子部品工業の存立を可能 とする他の工場立地条件が整備され
代 って,最 もコス トの安い貨物輸送手段 として,航 空便が選択されるに至った
か らと思われ る。
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国 際臨 空 港型工 業 の立 地
臨空港型工業の成立可能性について,そ れが主体的には,高 度情報媒体 とし
ての 「人」の交通機関としての航空便のもつ優れた特性に依存するピと,そ ρ
間に,「 小ロッ ト・高額製品」については コス トミニマムリ貨物輸送手段 とし
ての特性が発揮される分野も漸次,生 ずるに至 ったことを述べた。国際航空貨
物については,後 者の例が妥当すると考えられ る。その実際については冒頭で
のべた。 とすれば,臨 空港型工業は,国 内市場を対象とするのではな く,国 際
市場を対象 として成立 し得ないであろ うか。
この点に関 しては,成 田空港め整備促進に関連する社会的 コンセンサスを形
成するため,運 輸省が,臨 空港型工業の成立可能性を調査 した ことがある。昭
和48年 と記憶するが,某 シンクタγクが,「 臨空港工業(狭 義)」 の成立可能
脚
性について予備調査 したが,国 内的には筆者力{前記 したと同様の結論に達 した
た め(当 初,成 立可能性を信 じていたに拘 らず,否 定要因のみが出て来たたあ
昭和44年 当時に,北 海道で,そ の提案がなされていることを知 り,筆 者の意見
を求めに来たわけだが),国 際的航空貨物について,そ の成立可能性を検詞 し
たわけである。その結論は,① 国際航空貨物についてば,他 の輸送手殺 と較べ
も
(わが国の場合),時 間節約効果が極めて大きく,か つ,そ れが在庫(輸 送時
間を含 む)コ ス ト(当 然のことではあるが,そ の主内容は時間コス トとしての
本質をもつ金利であ り,他 の一部は需給 タイ ミング ・ギヤップ発生か ら来る リ
スクである)を 含む総輸送費における低廉性を生む と同時に,航 空輸送に随伴
する運航不定時性の欠陥を全 く解消 しうる分野の大ぎいことか ら,極 めて有望
であること,し か し② これ ら国際航空輸送適格商品について,そ の生産工場を
空港に隣接 して立地させることにより得 られる,い わゆる 「横持ちコス ト」の
節減効果は,当 該商品の生産に関する,そ の他 の立地条件の差か ら生ずる生産
コス ト差に較 らべ,余 りに小 さいこと,が 明らか となったとい う。 このため,
当該研究所は予備調査 の段階で,早 くも報告書の作成を断念 し,折 角の調査受
託を断念 した と報告 されている。
地域開発における新らしい視点を求めて
地方空港整備をテーマとするケース ・スタディ 一ー 95
実際 には,例 えば,ヨ ー ロッパに おけ るAirBusIndustry社の例に み ら
れ る よ うに,高 度 の国際分業を前提 と し,か つ,商 品の輸送そ の ものが最 終的
セこは,空 港 に依存 せ ざ るを得な い ものについては,臨 空港型工業 は成立 してい
る訳で あ るが,そ の範 囲は,極 め て限 られた もの とな ろ う。,
臨空港型産業の定義
これ まで,空 港施設整備に伴 う地域経済振興策の 「起爆剤」として,最 近,
特に注 目をあつめてい る臨空港型工業について,悲 観論を展開して来た・では
空港施設の整備は,地 域経済の振興に無力か といえば,決 して,身 うではない。
空港施設の整備による 「航空運輸」の発達は,貨 客両面で,在 来とは異なる
運輸パターソを生み出 している。その最 も顕著な事例は,極 く最近では,昭 和
55年10月 に行なわれた国鉄 ダイヤ編成で,北 海道の列車ダイヤが,在 来の東京
指向型の,端 的には青函連絡船中心型のものか ら,札 幌駅とい うよりは,む し
ろ 「千歳空港駅」中心型のものに180度 の性格変更を行 った ことに認め られ よ
う。その本質は,国 鉄が,す くな くとも 「道内」 「道外」 とい う意味での 「広
域」地域間交通手段 としての座を航空に譲 り渡 して,航 空と連帯する都市間輸
送に徹 しようとする姿勢の現われ とみることができる。(昭 和30年 代中期に,
国鉄千歳線の電化が計画され,「 利用債」まで起債されなが ら,最 後の土坦場
で,当 時,道 内～道外客輸送で列車と激 しく競 っていた 「航空利用を,こ れ以
上に便利にすることはない」とい う国鉄本社の裁断で,千 歳電化は見送られ,
「利用債」は小樽～旭川間の電化資金に転用されたことを知 るものに とっては
誠に 「昔 日の感」があろう)。 鉄道 と航空の 「面」的意味での機能分担が,今
回の措置で安定するのか,あ るいは更に,境 界領域が縮小 されるかについては
両者の今後の対応関係に委ね らるべき領域であるが,ナ シ ョナル・・キ甲 リアー
であるが故に,国 内では主要幹線で しか路線権を許されていない 日本 航 空 が
「Jet&Rail」 のスロ「一ガンを掲げて,航 空路の ローカル ・ネ ットワークを
誇る全 日空 ・東亜国内航空 と激 しく主導権争いを展開 しつつあることと併せ,
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誠に興味深い ところではある。
航空は,ま ず 「人」の交通における時間距離を大巾に短縮することで,人 々
の行動範囲を飛躍的に高めた。そ のことは,(狭 義の)臨 空港型工業の成立可
能要因でもあったが,同 時に,こ れまで,兎 角,地 域密着性の強い とされてい
た第3次 産業の地域的対象範囲を広域化す ることは当然である。海外観光旅行
客の増大を云々するまで もな く,冬 季間のJetSkiTourキ ャンペーソが,/
北海道のデ カソシ ョ観光性を大巾に改善 したことは良 く知 られている。同様に
臨空港型工業の成立要因であ った,.「 先導的」人々の交通可能性の拡充は,知
識や技能の体現者自体の広域的交通可能性の大 巾な増大によって,地 方の人 々
との文字通 りのpersonalcontactを 通 じての,TVや 新聞 ・雑誌に象徴 さ
れ る,マ ス ・メデアでは埋めきれない不満足を充足 しよう。 これは必ず しも一
方的なものではな く,そ れ等の人 々に地方の実情を体感させることで,中 央だ
けを知っていることによる 「思いあが り」を是正する上で も大き く寄与 してい
るo
貨物輸送の面で も同様である。先にあげた婦人服の例にみられるファッシ ョ
ソの即物的伝播可能性の増進は,そ の功罪は別 どして,地 方に住む 「女性」の
気持ちを明るくなごませ,そ れが存外に,「 男と女」の関係を通 じて,社 会の
平安に大き く役立っているのか も知れない。高価な精密部品の即時的補充可能
性の開拓は,地 方社会におけるコソピュータリゼーシ ョソの裏方 とい ってよく
これが遠隔地にお ける 「高度産業」形成可能因ともなっている。 しか し,こ の
分野では,時 間が 「商品価 直」の最大の減価要因である 「生鮮食料品」の広域
流通 と,し たがって広域市場を対象 とする大規模生産 とを可能とした ことを指
摘する必要がある。そのいちいちについては,こ こで触れるまでもあるまい。
最後に,航 空は,そ れが 「高価な運輸機関」であることをやめて,一 般住民
・大量貨物の交通 ・輸送機関に転化 した ことによって,空 港施設と航空 自体の
円滑な運営のための,様 々な新 らしい就業機会を地域に創造することを,最 も
重要 なこととして指摘する必要があろう。それは,決 して,航 空カウソターの
地域開発における薪らしい視点を求めて
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前に立つ航空直結型のものだけではない。その背後に働 く様々の,直 接には 目
に触れることのない,多 くの 「裏方」さんな しには,航 空は成立 し得ないので
ある。
これ等に関連ナる,す べてを総称して 「臨空港型産業」 と定義づけることが
できよう。
「臨 空港 地域 」 の範 囲
「臨空港」地域の範囲は,無 責任にば,広 く,そ して狭い。それは,一 つに
は航空便に よる交通 ・輸送の 「時間距離」の短縮効果が,社 会的にも経済的に
も,あ まりに も広範な領域に係わることに起因 している。また,い ま一つには
航空路の利便性に依拠する地域間の絶対距離の差,端 的には 「短縮 される時間
距離」の相対効果の大きさにも依存するか らである。 しか し,航 空が鉄道など
に代位する大量運輸機関 としての地位を確保 しうるにいたった最大の理由は,
ジエッ ド化による 「高速性能比」の飛躍的向上にあることを思えば,多 くの場
合,そ の時間距離短縮効果は,ジ エッ ト化の 「高速性能」を充分に発揮 しうる
程度の長大な絶対距離を前推 として,初 めて発揮されるべきものである。 この
ことは,空 港を中心とする 「地上時間距離」差が,敬 十分ない し数時間の範囲
内であれば,そ の差違は殆んど取るに足 らない ものとして認識 されることを意
味 している。そ こに,「 徒歩」か ら 「馬」へ,「 馬」か ら「鉄道」あるいは 「自
動車」へ と変遷 して来た 「運輸手段の高速化」の歴史 とは格段の差がある。そ
の 「量的」差違の大きさの故に,そ の差は,む しろ 「本質的」差を生んでいる
といってよい。その意味でも,「 臨空港」地域の範囲は,空 港施設の所在地に
ヘバ りついた 「狭域」なものではあ り得ない』
「臨空港」地域範囲の広域化を促す要因として,更 に2つ のものをあげる必
要がある。
その第1は,航 空が他の輸送 ・交通手段に照 らして,今 日の地位を築き得た
　
ゆえんは,単 に 「時間距離短縮効果」あるいは,そ れを経済価値に引き直 した
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「時間コス ト効果」のみではな く,絶 対 コス トにおいても 「最適経済性」を も
ち うるにいた った ことに よることを忘れてはな らぬ とい うことである。その実
例は,広 義の臨空港型工業の成立可能性を述べた所にあげた。そ して,航 空が
この ような意味での 「経済性」を確保 しう,るにいたったのは・他の珂に も増 し
て 「機材の大型化」に成功 したか らに他な らない。運輸業 としての航空産業が
高度に資本装備型産業であることは良 く知 られている。 しか し,臨 空港産業の
概念を述べた際に触れた,航 空運輸が広範囲にわたる 「裏方」に支え られてい
る(し かも,そ の裏方 自体が航空の本質である[時 間節減効果」を支えるため
に,自 らも,資 本装備型産業である)こ とを思えば,そ れは資本装備型産業で
ある以上に,最 高度の「固定費産業」である.ことは,い まさら云 うまで もない・
ここに 「機材大型化」の経済性効果が起因する.と同時に,そ れは 「操業率」,
ここでは 「積載効率」の向上があって,は じめて現実のもの となることは云 う
まで もない。(こ の点については,例 えば,DC8に 代表される在来の大型機か
ら,ジ ャγボB747を 先頭 とす るワイ ドボディ機への転換過程で,航 空会社が
提供座席数の急激な増加に見合 った旅客需要確保のために,50%割 引きの 「ス
カイメイ ト」商品を開発 し,これが航空旅客の大衆化を引き出す起爆剤 とな った
ことが想起 されよう。同様の例は,上 り荷のす くない地方路線における 「ベー
羽一貨物」確保のための大量生鮮品を対象 とする「特別割引料金」にも認め られ
る)。 ここに 「ジエッ ト化」と併行する 「機材大型化」を柱 とする,近 時にお
ける空港施設整備のたφの公共投資を,真 に地域住民に役立つ ものとするため
には,機 材大型化に対応する大量交通輸送需要を約束するに足る 「大型市場」
を創造することが,空 港施設整備当事者に課 された役割であることを指摘 しな
ければならないo
第2に,こ れ と関連することであるが,空 港施設整備地域の地方 自治体の熱
望する 「臨空港型工業」を,一 歩譲 って広義のそれ として誘致するためには,
真の意味での 「時間距離の短縮」が行なわれねばな らない。具体的には 「航空
便数」の増大である。ここでも 「大型航空運輸市場」開拓の重要性は数倍の重
地域開発における新らしい視点を求めて
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みを もつ こ ととな る。'
この よ うな 「大型航 空運輸 市場 」は,地 方 に行 くほ ど,「 臨空港地域 」の広
域性を 必要 とす るわけであ る。
臨空港産業と広域行政
空港施設整備による航空運輸体系の確立が,所 在地域の産業 ・経済 ・社会 ・
文化 の,つ まり住民生活の向上に もた らす効果は極めて大きい。 しか し,空 港
施設整備は,例 えば電源立地に象徴 される,他 の公益事業 と同様に,様 々の社
会的コンフ リク トを解消せずには,,行 い難い こともまた事実である。しかも,
社会的 コソフリク トが特に問題 とされ る地理的範囲が比較的限定 されるに対 し
空港施設整備が もた らす社会的効果は,地 方に行 くほど,逆 言すれば,今 日の
大都市集中型の人口配分構成下にある都市化時代では,航 空利便効果の大きい
遠隔地ほど広域化せざるを得ない必然性を もっている。そ こに,社 会的 コソフ
リク ト解消のための,費 用 ・効果の トレー ド・オフにあた っては,受 益地域総
がか りの真剣な対応が求め られ ることとなる。いわゆる空港所在自滑体の範囲●
を超えた 「広域行政」の必要がそれ℃ ある。
くり返 して述べるように,空 港所在 自治体が,そ の利便効果を自らの行政範
囲に閉 じ込め ようとしても,そ の努力は決 して成功を収め うるものではな()。
今 日の経済活動が,企 業間の自由な選択 と競合に委ね られ,そ れあって こそ,
は じめて今日の経済成長 と 「生活水準の向上」が果された社会環境下にあって
は航空利便効果が,直 接的には,広 域市場を構成する広域地方の中心需要地 に
より大きく配分 されることは必至である。それを措止する手立てを発見するこ
とは困難である。 しか し,そ うした 「自然め流れ」に委ねるのみでは,空 港整
備に関連する社会的コソフ リク トの解決は望み得ない。そこに,航 空利便効果
の量的配分が最 も大きいことの予想される広域地域中心都市が,そ の波及効果
を如何に して,空 港所在自治体に還元すべきかについて相携えて工夫 し,そ れ
を具体化するための行動を とる 「社会的責務」が生ずることとなる。いわゆる
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広域行政体制確立の問題である。
　
「自然の流れ」に委ねることの難 しさについては,道 内で も代表的な先例が
ある。つい先 日,三 上副知事が 「石狩湾新港」問題について 「あんなところに
港ができた ら,小 樽の港 と両々相侯 って発展することにはな らない」 として,
次期知事候補にあるま じき発言 と物議をかもした。その真意は 「石狩湾新港に
よる小樽の斜陽化が心配であれば,も っとスケールの大きな発想の転換が必要
だ」 とい うことにあると云 う。
石狩湾新港について,行 政が,ど んなに 「都市貨物流通機能は小樽に,大 量
貨物は石狩に」 と機能分担論を称えたところで,石 狩湾新港 自体が,国 民の税
を財源 とする公共事業により,公 共港湾 として建設される以上,行 政的作文に
'よる機能配分論は所詮は絵空事に過 ぎな
い。都市貨物流通港湾として何れを選
ぶかの選択権は,荷 主と船主 とい う 「経済行為者」の側にあるのであ り,こ れ
を物理的に措止するために,石 狩湾新港の港湾施設を都市貨物の取扱いに不適
な ものとして整備 しようとすれば,そ れは税 の負担老に対する背信行為 としか
ノ
いえない。け澄 し,「 経済行為者」の経済合理性の物理的措止は,石 狩湾新港
'
への公共投資のもた らす経済的便益性の恩恵を受益者市民か ら奪 うにとどまら
ず,小 樽港 と苫小牧港の経済的便益性の違いか ら,小 樽港 の復活を約束するも
の足 り得ないか らである。
こうした意味で,石 狩港新港計画立案の当初か ら,「 小樽市は,両 港併存時
において小樽港で充分に対応 し,石 狩港新港を凌駕でぎる,木 材加工,食 品コ
.ソビナー トなどの工業機能を とらずに,現 実性を欠 く都市貨物流通機鰍 こしが
みつき,'結 局は工業機能のすべてを石狩に押 しやるのか。歴史 と伝統の重みに
合理的判断を見失 っているのではなか」のと指摘があった。最近でも 「小樽漆
都市貨物流通港湾 としての機能を将来 とも確保 しつづけたいのであれば,海 陸
一貫輸送体制の整備された現状に照 して,例 えば桑園地区など,札 幌市の都心
部近接地点に,小 樽 の土地を確保 し,こ れを小樽港の港背地域 とする程度の発
想の転換が必要だ」 という提言のあることも注目されてよい。
航空に限らず,運 輸技術の多様化を伴 う 「合理化」の進展は,地 域的歴史と
地域開発における新らしい視点を求めて
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伝 統 とい う 「時 間の重み 」を凌えて 「広域 的かつ現 実的視 点」か らの配慮を要
求 してい る〇 一 ・ 、'
千歳空港の国際化と航空当事者
思わず筆が滑 ったが,そ の余勢を借 りて,最 後に,航 空当事者に一苦言を呈
しよう。千歳空港の国際化は,第3期 北海道総合開発計画以来か らの,北 海道
民の悲願である。 と同時に,そ れは,わ が国全体の国際政治 ・経済的地位確保
ノ
のために も不可欠である。その具体的理由について述べる紙数は残されていな
いので,斯 界の権威者による航空政策研究会の レポー ト(「 千歳空港国際化に
関する報告書」昭和54年3月)に 譲 るとして,要 約すれば
ア,東 京 ・成田国際空港や新関西国際空港の整備があ った としても,航 空路容
量的にみて,北 廻 り便の増便は殆んど期待できない。 これは,国 際航空の中
枢地点 としての地位が,一 国の国際政治 ・経済に及ぼす影響か らみて無視 し
得ない事態である。
イ,こ の点,千 歳 ・札幌空港の活用は(24時 間空港 どしての運用が前提 とい う
条件付きではあるが),北 廻 り便路線容量を大 巾に増大 させ,国 際航空中枢
としての,わ が国の役割を一層に充実させ ること.になる。
ウ.千 歳 ・札幌空港を始発点とする北廻 り国際便の運航は,国 民の国際航空便
利用に不利益を.もた らす ものではな く,新 東京 ・成 田空港の(東 京都心部か
らの)遠 隔立地お よび,国 際空港機能 と国内空港機能の分離による不利益を
考えれば,国 内便接続運航の円滑化によって,却 って国民的便益性を昂める
とい うものである。筆者の,そ の後の調査では,千 歳 ・札幌空港を始発着空港
老する場創 ピは,現 行の使用機材体系を大き く変革することなしに,北 欧ゲ副
ト・ウエイ空港および北米主要空港への直航便運航を可能 とし,ア ソカレッヂ
経 由の現体制に較べて,大 きな時間短縮効果を も生み出す ようである。
こうした折角の提案が必ず しも充分に生かされていない背景としては,も ち
ろん多 くのものがあるが,そ の一つに,舷 空便運航業者の意志疎通の悪さがあ
ることも,否 定 し得ない こ乏であると思われる。すなわち,国 際定期便の運航
が一社に限定されているため,競 合他社は 「千歳 ・札幌空港の国際化には無関
'
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係」の態度を とっているとい う事情である。しかし,航 空政策研究会の指摘に
もある通 り,国 際便 と国内便の接続が良好でない限 り,千 歳 ・札幌 「国際」空
港は,'所 詮は北海道を市場 とするローカル国際空港の域を脱 し得ず,市 場規模
か らは採算航路の発見が困難である。
逆に,千 歳 ・札幌空港における国際 ・国内便の卑好な接続は,千 歳 ・札幌空
港を中心 とす る在来の国内旅客需要に国際線接続旅客需要を上積みして,国 内
航空ネッ トワークの中枢的機能を飛躍的に昂め,北 廻 り直航便による北方圏諸
都市との産業・経済 ・文化など社会全般にわたる 「北方圏の智慧」の交流と相ま
って,南 北に長大な 日本列 島のサイハテの地か ら脱 した新 らしい北海道の展開
を期待させよう(航 政研では,「 千歳空港の国際化」提案に先立って,長 崎空
港など地方拠点空港の国際花によって,東 京 ・大阪の2眼 レフ構造の国土利用
を,一 挙に多眼 レフ構造へ と改善 し,わ が国全国土利用の均等な発展の契機 と
すべきことをも提言 していることは着目されねばな らない)。
地方空港整備をめ ぐって,空 港所在自治体の枠をこえた広域地方 自治体間の
密接な連携体制下における機能分担行政の不可欠さを訴えた手前,千 歳 ・札幌
空港の国際化の早期実現を困難にしている,そ の他の問題は(航 政研の立論「⑦」
は国際空港不足 と国家安全保障 との係わ りを示すが)と もか くとしても,空 港
整備の直接の受益老である航空各社にも,企 業の垣根を こえた国際化のための
協力体制確立を先行すべきことを要求すべきと考えて付言 してお ぐ。
いま一つの問題は,冬 季における降雪 ・凍結に よる空港閉鎖の問題である。
この点については,冒 頭にのべた北海道経済連合会の55年2月 の北方圏空港視
察報告に も述べ られているが,筆 者自身,こ のたび機会を得て訪れたブイソラ
ソ ドで 「そんなことで閉鎖するようでは空港 とはいえません よ。ヘルシソキ空
港は降雪 ・凍結に よる離発着 ウエィテソグは30分 内を限界とする除雪 ・凍結解
除体制を とってい ます。北国の主要空港は何処も,そ うで しょう」と笑われ,
思わず赤面 した。航空交通 ・輸送の社会的重要性が,地 方 自治体の歴史的 ・伝
統的境界を超えた広域行政を求めてやまないほどの昂ま りをもつにいたった今
日だけに,降 雪 ・凍結など解決可能な理由に よる空港閉鎖によ・り失なわれ る社
会的利益の恢復のために,航 空当事者の一致団結 した取 り組みを強 く求めたい。
